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 北広島市地域公共交通網形成計画の基本理念と基本方針 

 

4-1 基本理念・基本方針の設定 

前述の現状及び問題点・課題を勘案し、「北広島市における社会情勢の変化への対応」、「北広島団

地地区における交通結節点や交流・商業施設をつなぐ利便性の高い運行形態の構築」、「市内におけ

る生活環境の充実に資する地区間移動の支援」、「郊外部や市街化区域に存在する交通空白・不便地

域の存在」を考慮した基本理念とそれに関連する具体的な基本方針を設定します。 

また、次ページ目以降における基本方針に係る施策の実施に当たっては、施策を実行するうえで、

それぞれが持続可能なものとなるよう、限られた予算で最大限の移動支援施策や利用促進策を講じ

ることとします。 
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【課題１】 

北広島団地地区における 

公共交通サービスの充実 

【課題２】 

地区間交通を支える 

質の高い公共交通網の形成 

【課題３】 

市内の公共交通の 

利用者数を確保するための 

利用促進策の検討 

基本方針① 

北広島団地地区内における 

生活交通を支援する 

新たな運行形態の構築 

基本方針② 

市民ニーズに即した 

市内の地区間を結ぶ 

公共交通網の充実 

基本方針④ 

公共交通を利用しやすい 

環境づくり 

基本方針③ 

交通空白・不便地域における 

新たな交通体系の導入 
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4-2 基本方針に係る施策 

4 つの基本方針に基づく施策メニューを以下に示します。 

（１）北広島団地地区内における生活交通を支援する新たな運行形態の構築【基本方針①】 

【基本方針の考え方】 

・北広島団地区内において、各住区の特徴を考慮した運行計画を検討します。 

・北広島団地地区と東部地区を運行している北広島団地線はバス路線の車両や運転手などの限られた

資源を有効に活用し、選択と集中による需要に応じた効果的な運行に配慮します。 

・買い物や通院などに移動する日中時間帯（9 時～16 時頃）における運行頻度などのバスサービス水

準を検討します。 

・北広島団地地区における商業施設のほか、団地住民センター、広葉交流センター「いこ～よ」、市

役所多目的室などの交流施設までアクセスする新たな路線を検討します。 

・北広島団地線と北広島駅との接続性を考慮した利用しやすい運行ダイヤの見直しを検討します。 

【施策メニュー】 

（１）公共交通のニーズが高い第３住区、第４住区における利便性の高い運行間隔・JR との接続に配慮

した運行ダイヤの見直し 

（２）高齢社会に対応した公共交通として利用しやすい運行ルートの実現 

（３）移動目的（買い物・通院・交流施設等）に応じたアクセス交通の改善による「おでかけ支援」 
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施策（１） 公共交通のニーズが高い第３住区、第４住区における利便性の高い運行間隔・JR との

接続に配慮した運行ダイヤの見直し 

今後の取組 ・特に公共交通に対する需要の高い第 3 住区、第 4 住区から北広島駅までの接続を考

慮した運行ダイヤを見直すことにより、第１住区、第２住区を含めた北広島団地地

区全体の利便性を高めます。 

・北広島団地線と広島線など重複バス路線の運行間隔を見直します。 

・バス路線の運行を等間隔に変更することにより、利便性の向上とバス路線の効率化

（必要に応じて統廃合含む）を図り、持続可能な公共交通を実現します。 

他自治体事例 利用者の声をもとにしたダイヤの変更（札幌市・近郊） 

【取組内容】 

◆実際に寄せられた利用者の声をもとに、乗継が難しかったバス路線について、乗継

時間に５分以上の余裕を持たせるようなダイヤの変更を行っています。 

 
 

参考：北海道中央バス（株） ご意見・ご要望改善事例 

実施主体 事 業 ス ケ ジ ュ ー ル 

行政 

事業者 

市民 

 H30 年度 

（2018） 

H31 年度 

（2019） 

H32 年度 

（2020） 

H33 年度 

（2021） 

H34 年度 

（2022） 
長 期 

       

検 討       
       

実 施       
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施策（２） 高齢社会に対応した公共交通として利用しやすい運行ルートの実現 

今後の取組 ・北広島団地地区と東部地区を運行している既存の北広島団地線の運行ルートを生かし

ながら、道路環境を勘案して可能な限り高齢者に対応した居住地に近いバス路線を検

討します。 

・利用者の多い路線の利便性の向上と併せて、必要に応じてバス路線の統廃合により持

続可能な公共交通のあり方を検討します。 

他自治体事例 高齢者に対応した運行ルート（三重県四日市市） 

【取組内容】 

◆廃止したバス路線に住民が乗らなかったのは、高齢者等にとって使いづらい路線だっ

たため、運行ルートを地域住民とともに検討しています。 

◆従来のバス路線は幹線道路を走っていたが、そこまで高齢者が歩いて行くのは困難な

ため、生活道路を通るようなルートに変更しています。 

 
出典：地域のモビリティ確保の知恵袋～モビリティは地域の元気の源～（国土交通省）  

実施主体 事 業 ス ケ ジ ュ ー ル 

行政 

事業者 

市民 

 H30 年度 

（2018） 

H31 年度 

（2019） 

H32 年度 

（2020） 

H33 年度 

（2021） 

H34 年度 

（2022） 
長 期 

       

検 討       
       

実 施       
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施策（３） 移動目的（買い物・通院・交流施設等）に応じたアクセス交通の改善による「おでかけ

支援」 

今後の取組 ・北広島駅周辺に立地している生活関連施設（商業施設・医療施設等）へのアクセスは

一定のバスサービスが提供されています。 

・さらなる充実を図るため、公共交通の利用が不便な生活関連施設や北広島団地地区内

の交流施設である広葉交流センター「いこーよ」、市役所等への接続を考慮し、目的

地までの「おでかけ」を支援するバス路線の検討を推進します。 

他自治体事例 通院に係るアクセス交通の改善（石川県金沢市） 

【取組内容】 

◆従来のルートから利便性向上のため、ルート変更しています。 

 
出典：金沢ふらっとバスルート変更（金沢市） 

実施主体 事 業 ス ケ ジ ュ ー ル 

行政 

事業者 

市民 

 H30 年度 

（2018） 

H31 年度 

（2019） 

H32 年度 

（2020） 

H33 年度 

（2021） 

H34 年度 

（2022） 
長 期 

       

検 討       
       

実 施       
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（２）市民ニーズに即した市内の地区間を結ぶ公共交通網の充実【基本方針②】 

【基本方針の考え方】 

・西の里地区から大曲地区への買い物支援、大曲地区・西部地区から上野幌駅への通勤支援などの地

区間移動を支援する新たな路線を検討します。 

・夜間時間帯（19 時以降）における利用者ニーズに即した公共交通サービス水準を検討します。 

・北広島駅に接続する重複バス路線の再編・重複時間帯解消に向けたバスダイヤの見直しについて検

討します。 

・地区間や各地区と北広島駅・上野幌駅間における乗継時間の効率化を含めた公共交通サービス水準

について検討します。 

 

【施策メニュー】 

（４）西の里地区から大曲地区への日中時間帯の買い物を支援するバス路線について検証し、有効と判

断される場合に実施 

（５）大曲地区・西部地区から上野幌駅への通勤を支援するピーク時のバス路線を検証し、有効と判断

される場合に実施 

（６）市内を循環できるバス路線同士の利便性向上策の検討（西の里地区と大曲地区を接続する公共交

通の実現や既存路線を活用した市域を循環する移動支援） 

（７）大曲地区－西部地区間、北広島駅から大曲地区・西部地区までの夜間時間帯のバス路線を検証

し、有効と判断される場合に既存バス路線の見直しを含めた効率的支援策の実施 

（８）北広島駅に接続する重複バス路線の再編、パターンダイヤ4化などによる持続可能な公共交通サー

ビスの検討・実施 

（９）JR の運行時刻とバス路線との乗継時間を考慮した接続性の高いダイヤを検討・実施 

  

                                                   
4 一定の間隔で周期的に運行されるダイヤ 
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施策（４） 西の里地区から大曲地区への日中時間帯の買い物を支援するバス路線について検証し、

有効と判断される場合に実施 

今後の取組 ・各地区から大曲地区への買い物のニーズはアンケート結果から高いものの、公共交通

では西の里地区から大曲地区へ行くことが困難な状況であるため、西の里地区―大曲

地区間のバス路線について検証し、利用者が多い場合には本格導入を行います。 

他自治体事例 他地区の商業施設への移動支援（福岡県福岡市） 

【取組内容】 

◆乗換が必要だった２地区間の交通について、路線を開設し直通で訪れることができる

ようになりました。 

 
出典：西日本鉄道株式会社ニュースリリース 

実施主体 事 業 ス ケ ジ ュ ー ル 

行政 

事業者 

 H30 年度 

（2018） 

H31 年度 

（2019） 

H32 年度 

（2020） 

H33 年度 

（2021） 

H34 年度 

（2022） 
長 期 

       

検 討       
       

実 施                       
       

※事業スケジュールの『実線』は検討・実施、『破線』は有効と判断される場合に実施 
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施策（５） 大曲地区・西部地区から上野幌駅への通勤を支援するピーク時のバス路線を検証し、有

効と判断される場合に実施 

今後の取組 ・大曲地区・西部地区から上野幌駅に接続する朝・夕ピーク時のバス路線を検証するこ

とにより、札幌方面等への通勤の利便性向上について検証し、利用者数が多い場合に

は本格導入を行います。 

・現状では新札幌駅までのバス路線があるため、路線競合にも配慮して検証する必要が

あります。 

・新札幌駅・上野幌駅の時間帯別の列車種別（普通・快速）や運行頻度など、利便性の

面においても検証が必要です。 

他自治体事例 通勤支援のための新規路線の開設（長崎県長崎市） 

【取組内容】 

◆通勤支援だけでなく、通院の方への利便性向上を目的に路線を新設しています。 

 
 

出典：ダイヤ改正について（長崎県営バス）  

実施主体 事 業 ス ケ ジ ュ ー ル 

行政 

事業者 

 H30 年度 

（2018） 

H31 年度 

（2019） 

H32 年度 

（2020） 

H33 年度 

（2021） 

H34 年度 

（2022） 
長 期 

       

検 討       
       

実 施                       
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施策（６） 市内を循環できるバス路線同士の利便性向上策の検討（西の里地区と大曲地区を接続す

る公共交通の実現や既存路線を活用した市域を循環する移動支援） 

今後の取組 ・既存や新規のバス路線を活用して、乗継割引・スタンプラリー等により市内を循環で

きる仕組みを構築することにより、生活交通としての循環や周遊観光における公共交

通利用を促進します。 

・施策（４）の実現により、地区間を接続するバス交通網がすべて整備されます。 

・観光地にアクセスするバス路線の整備により、周遊観光としての利用も期待されま

す。 

他自治体事例 バス路線を活用したスタンプラリー（大阪府枚方市） 

【取組内容】 

◆NPO 法人が主催となり、自治体の協力を得てバス路線に乗っ

て市内を周るスタンプラリーを実施しています。 

◆参加賞の配布やスタンプラリー全制覇の方にバスカードの進

呈も行っています。 

◆毎年季節に応じた企画内容が反映されたスタンプラリーとな

っています。 

出典：バス！のってスタンプラリー（NPO 法人ひらかた環境ネットワーク会議） 

仙台まるごとパス（宮城県仙台市） 

【取組内容】 

◆仙台観光国際協会に

おいて運営協議会を

設置し、既存の公共

交通を活用した 2 日

間の乗り放題チケッ

トを発行していま

す。 

 

 

 

 

 

出典：仙台まるごとパス運営協議会 

実施主体 事 業 ス ケ ジ ュ ー ル 

市民 

事業者 

 H30 年度 

（2018） 

H31 年度 

（2019） 

H32 年度 

（2020） 

H33 年度 

（2021） 

H34 年度 

（2022） 
長 期 

       

検 討       
       

実 施       
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施策（７） 大曲地区－西部地区間、北広島駅から大曲地区・西部地区までの夜間時間帯のバス路線

を検証し、有効と判断される場合に既存バス路線の見直しを含めた効率的支援策の実施 

今後の取組 ・JR や地下鉄は 24 時頃まで運行していますが、市内の一部地域においては、20 時台

でバス路線の運行が終了するなど、地区により格差が生じています。 

・JR や地下鉄に接続するバス路線の運行時刻の変更や遅い時間帯の増便など、帰宅交

通の支援について検証し、利用者数が多い場合には本格導入を行います。 

他自治体事例 終発便の時刻繰り下げ（札幌市） 

【取組内容】 

◆当初は金曜日のみ地下鉄（南北線真駒内駅）の終電に合わせた終発便の時刻繰り下げ

を行っていました。 

◆多くの方が利用するとともに、曜日拡大の要望があったことから、すべての平日にお

いて、終発便の時刻繰り下げが行われました。 

 

 
 

参考：株式会社じょうてつ  

実施主体 事 業 ス ケ ジ ュ ー ル 

行政 

事業者 

 H30 年度 

（2018） 

H31 年度 

（2019） 

H32 年度 

（2020） 

H33 年度 

（2021） 

H34 年度 

（2022） 
長 期 

       

検 討       
       

実 施                           
       

  

変更前 変更後（増便）
23:47
24:35

最終便（環96）の発時間

23:21 ⇒
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施策（８） 北広島駅に接続する重複バス路線の再編、パターンダイヤ化などによる持続可能な公共

交通サービスの検討・実施 

今後の取組 ・北広島駅は市内を運行するバス路線が集中しているため、重複バス路線や運行ダイヤ

を精査することにより、同じ運行便数でもバス路線を利用できる機会の創出につなが

ることが期待されます。 

・重複しているバス路線・運行ダイヤの可能な範囲での解消、北広島駅に接続するバス

路線の等間隔なダイヤ編成の検討により、持続可能なバス路線の再編（必要に応じて

統廃合を含む）を行います。 

他自治体事例 パターンダイヤの導入（神奈川県横浜市） 

【取組内容】 

◆一部時間帯において、等間隔でバス路線が運行するパターンダイヤを導入していま

す。 

 
 

出典：ダイヤ改正のお知らせ（横浜市交通局） 

実施主体 事 業 ス ケ ジ ュ ー ル 

行政 

事業者 

 H30 年度 

（2018） 

H31 年度 

（2019） 

H32 年度 

（2020） 

H33 年度 

（2021） 

H34 年度 

（2022） 
長 期 

       

検 討       
       

実 施       
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施策（９） JR の運行時刻とバス路線との乗継時間を考慮した接続性の高いダイヤを検討・実施 

今後の取組 ・JR の運行時刻に合わせてバス路線の駅への乗り入れ時間を変更し、JR とバス路線

の乗継時間を円滑にすることにより、JR とバス路線相互の利便性を高め、公共交通

全般の利用促進を図ります。 

他自治体事例 ＜再掲＞利用者の声をもとにしたダイヤの変更（札幌市・近郊） 

【取組内容】 

◆実際に寄せられた利用者の声をもとに、乗継が難しかったバス路線について、乗継

時間に５分以上の余裕を持たせるようなダイヤの変更を行っています。 

 
 

参考：北海道中央バス（株） ご意見・ご要望改善事例  

実施主体 事 業 ス ケ ジ ュ ー ル 

行政 

事業者 

市民 

 H30 年度 

（2018） 

H31 年度 

（2019） 

H32 年度 

（2020） 

H33 年度 

（2021） 

H34 年度 

（2020） 
長 期 

       

検 討       
       

実 施       
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（３）交通空白・不便地域における新たな交通体系の導入【基本方針③】 

【基本方針の考え方】 

・市街化区域の交通空白・不便地域の改善に向けて、新たな公共交通の他、既存の移動手段（既存バ

ス路線の迂回、タクシー事業の利活用、福祉有償運送5）など、多様な交通手段について比較・検証

を行い、最適な公共交通のあり方を検討します。 

・郊外部における生活移動を支援する公共交通施策について、具体的な検討をします。 

 

【施策メニュー】 

（１０）西の里地区をはじめとする市街化区域内の交通空白・不便地域における既存路線の活用や新た

な交通サービスを検討し、有効と判断された場合に実施 

（１１）工業団地等への市内の通勤を支える公共交通網の調査・検討 

（１２）市街化調整区域における既存の交通手段（タクシー事業等）を活用した運転免許非保有者等の

高齢者に対するタクシー回数券の配付など交通サービスの充実 

  

                                                   
5 NPO 法人などの非営利法人等が、タクシーその他の公共交通機関を単独で利用することが困難

な高齢者や障がい者などを、自家用自動車を使用して、営利とは認められない範囲の料金で運送す

る事業 
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施策(10) 西の里地区をはじめとする市街化区域内の交通空白・不便地域における既存路線の活用

や新たな交通サービスを検討し、有効と判断された場合に実施 

今後の取組 ・市街地内の交通空白・不便地域に既存路線の迂回ルート等を検証し、利用者が見込め

る場合に本格導入を行います。 

他自治体事例 交通不便地域における新たな交通サービスの導入（札幌市） 

【取組内容】 

◆平日の月・木曜日限定で買い物や通院等を目的とした循環バス路線を運行していま

す。 

 

 
 

参考：株式会社じょうてつ 

実施主体 事 業 ス ケ ジ ュ ー ル 

行政 

事業者 

市民 

 H30 年度 

（2018） 

H31 年度 

（2019） 

H32 年度 

（2020） 

H33 年度 

（2021） 

H34 年度 

（2022） 
長 期 

       

検 討       
       

実 施                       
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施策(11) 工業団地等への市内の通勤を支える公共交通網の調査・検討 

今後の取組 ・工業団地等への通勤は自家用車が中心となっており、移動利便性や企業ごとの就業時

間、順路など解決すべき課題が多いものの、工業団地に立地する企業の考え方や従業

員のニーズを把握し、工業団地等の市内の通勤を支える公共交通支援のあり方につい

て検討します。 

他自治体事例 工業団地通勤者への通勤支援（京都府京都市） 

【取組内容】 

◆最寄り駅から当該地域までバス路線が運行していない背景がありました。 

◆多くの工業団地通勤者が自動車利用による通勤に偏っている一方で、費用を負担して

送迎バスを運行している事業所もいくつか存在していました。 

◆個別に運行している送迎バスを共同運行にすることで、利用者の利便性向上と企業の

コスト削減が実現しました。 

 
 

出典：工業団地における「共同バス」の導入を中心とした職場ＭＭ（日本モビリティ・マネジメント会議） 

実施主体 事 業 ス ケ ジ ュ ー ル 

行政 

立地企業 

 H30 年度 

（2018） 

H31 年度 

（2019） 

H32 年度 

（2020） 

H33 年度 

（2021） 

H34 年度 

（2022） 
長 期 

       

検 討       
       

実 施       
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施策(12) 市街化調整区域における既存の交通手段（タクシー事業等）を活用した運転免許非保有

者等の高齢者に対するタクシー回数券の配付など交通サービスの充実 

今後の取組 ・市街化調整区域へのバス路線の新設は範囲が広大なために困難です。 

・過年度に実施した乗合タクシーの実証運行でも需要が少ないことが明らかになってい

ます。 

・タクシー等の既存の交通手段を活用しながら、特定の対象者に対して必要な交通サー

ビスの提供を行うことを検討します。 

他自治体事例 高齢者外出支援タクシー料金助成事業（栃木県那須塩原市） 

【取組内容】 

◆移動手段の確保が困難な 70 歳以上の在宅の高齢者に対し、タクシー利用券を交付

し、料金の一部を助成しています。 

◆500 円分のタクシー利用券を年間 70 枚、計 35,000 円分を配布しています。 

（※申請月により交付枚数は変更） 

◆対象者は「運転免許を保有していない人」または「運転免許を保有しているが、自動

車は保有していない人」としています。 

（※同居の親族により外出支援が受けられる場合は交付対象外） 

参考：那須塩原市 

実施主体 事 業 ス ケ ジ ュ ー ル 

行政 

事業者 

 H30 年度 

（2018） 

H31 年度 

（2019） 

H32 年度 

（2020） 

H33 年度 

（2021） 

H34 年度 

（2022） 
長 期 

       

検 討       
       

実 施       
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（４）公共交通を利用しやすい環境づくり【基本方針④】 

【基本方針の考え方】 

・市民の公共交通に対する意識醸成を目的とした、公共交通の賢い使い方（モビリティ・マネジメン

ト）を学ぶ機会の創出を検討し、継続的に実施します。 

・バス路線の利用機会増加につながる利用促進策について具体的に検討し、実施していきます。 

・駅前広場の機能強化や快適なバス待合空間の改善について検討します。 

・バス路線の円滑な運行や乗降の利便性確保に向け、快適な道路空間の創出を検討します。 

 

【施策メニュー】 

（１３）小中学生を対象としたモビリティ・マネジメントの継続的な実施及び子どもが利用しやすい環

境づくりに資する新たな施策の検討 

（１４）小中学生によるバス車両のラッピングや車内での絵の掲示など、子どもが愛着を持てる公共交

通の実現 

（１５）イベント等と連携したノーマイカーデーの推進 

（１６）乗継割引や買い物割引など地域と協働による利用しやすい割引制度の検討・導入 

（１７）広報や町内会回覧などを活用したニューズレターの発行や既存の資源の活用も含めた公共交通

マップの作成など、公共交通に係る情報発信の検討・実施 

（１８）公共交通に係る出前講座の開催など情報共有機会の創出 

（１９）転入者・新規定住者の移動を支える支援制度の検討・導入 

（２０）運転免許返納者へのバス運賃助成の継続実施 

（２１）駅前広場内のバス停車位置・除排雪の配慮、道路空間の整備や路上駐車の啓発など、バス運行

の定時性や乗降環境の改善に向けた移動円滑化方策の継続的な検討 

（２２）バス停留所の上屋・ベンチ等の設置や既存施設の空きスペースの利活用による待合拠点の形成

や快適性向上策の検討 

（２３）バスロケーションシステム6やデジタルサイネージ7の導入など、バス路線利用者の快適性・利

便性向上策の検討 

（２４）事業者による需要に応じたバスダイヤの変更、低床バス車両導入の推進や IC カードの普及啓

発など、利便性向上策の継続的な検討  

                                                   
6 無線通信やGPS などを利用してバス路線の位置情報を収集することにより、バスの接近や到着

予測時刻情報を、バス停留所や携帯電話、インターネットにおいて情報提供する機能 
7 電子化された看板やポスター 
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施策(13) 小中学生を対象としたモビリティ・マネジメントの継続的な実施及び子どもが利用しや

すい環境づくりに資する新たな施策の検討 

今後の取組 ・すでに実施している小中学生を対象としたモビリティ・マネジメントについては、将

来にわたって公共交通を使い続けてもらうために継続する必要があります。 

・子どもが利用しやすい環境づくりとして、1 日乗車券や割引制度の導入など、授業の

一環で活用できる取り組みを検討します。 

事 例 小中学生を対象としたモビリティ・マネジメントの実施（北広島市） 

【取組内容】 

◆平成 24 年度よりモビリティ・マネジメント学校授業を実施しています。 

   

写真：緑陽中学校生徒が受けている講義や緑ヶ丘小学校児童のバス乗車体験の様子 

 

出典：公共交通に関する利用促進の取組（北広島市） 

実施主体 事 業 ス ケ ジ ュ ー ル 

行政 

事業者 

学校 

 H30 年度 

（2018） 

H31 年度 

（2019） 

H32 年度 

（2020） 

H33 年度 

（2021） 

H34 年度 

（2022） 
長 期 

       

検 討       
       

実 施       
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施策(14) 小中学生によるバス車両のラッピングや車内での絵の掲示など、子どもが愛着を持てる

公共交通の実現 

今後の取組 ・バス車両のラッピング、車内における絵の掲示など、子どもが参加しやすいイベント

を検討し、子どもと親がバス路線に乗るきっかけを作ります。 

他自治体事例 小中学生がデザインしたラッピングバス（愛知県豊田市） 

【取組内容】 

◆協議会が中心となり、市が購入するバス車両の愛称とラッピングデザインの募集を行

いました。 

 
 

出典：小中学生がデザインした旭地域バス（豊田市）  

実施主体 事 業 ス ケ ジ ュ ー ル 

行政 

学校 

市民 

事業者 

 H30 年度 

（2018） 

H31 年度 

（2019） 

H32 年度 

（2020） 

H33 年度 

（2021） 

H34 年度 

（2022） 
長 期 

       

検 討       
       

実 施       
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施策(15) イベント等と連携したノーマイカーデーの推進 

今後の取組 ・ノーマイカーデーを推進するだけではなく、併せてイベント等（お祭りとのタイアッ

プ、公共交通セミナー、飲食割引券の配布など）を開催することにより、公共交通を

使うきっかけ（目的）づくりに取り組みます。 

他自治体事例 県下一斉ノーマイカーデー及び低炭素型交通社会づくりセミナーの実施（青森県全域） 

【取組内容】 

◆民間事業所を対象にノーマイカー通勤の自主的な実施を行いました。 

◆施策実施後に参加人数・事業所、CO２削減量等の情報を公開しました。 

 
 

出典：プレスリリース（青森県） 

実施主体 事 業 ス ケ ジ ュ ー ル 

行政 

市民 

企業 

 H30 年度 

（2018） 

H31 年度 

（2019） 

H32 年度 

（2020） 

H33 年度 

（2021） 

H34 年度 

（2022） 
長 期 

       

検 討       
       

実 施       
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施策(16) 乗継割引や買い物割引など地域と協働による利用しやすい割引制度の検討・導入 

今後の取組 ・地域と協働・連携を図りながら、協力できる企業との割引制度や乗継割引の導入によ

る、公共交通を利用した移動の活発化を促し、地域経済の活性化に結び付けます。 

事 例 バス路線利用者に対しての特典提供（北広島市） 

【取組内容】 

◆特定のバス路線に特典を受け取ることができるカードを車載し、バス路線の利用促進

を図っています。 

 
 

参考：北広島団地自治連絡協議会  

実施主体 事 業 ス ケ ジ ュ ー ル 

市民 

行政 

 H30 年度 

（2018） 

H31 年度 

（2019） 

H32 年度 

（2020） 

H33 年度 

（2021） 

H34 年度 

（2022） 
長 期 

       

検 討       
       

実 施       
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施策(17) 広報や町内会回覧などを活用したニューズレターの発行や既存の資源の活用も含めた公

共交通マップの作成など、公共交通に係る情報発信の検討・実施 

今後の取組 ・公共交通に係る行政や市民・企業（事業者含む）の取り組み状況について、情報発信

を行います。 

・公共交通マップを作成するとともに、市民・企業等で作成している時刻表などへの支

援方策や公共交通の全体を把握できる時刻表の作成についても検討し、情報発信によ

る利用促進を行います。 

他自治体事例 市発行の広報による情報発信（京都府京丹後市） 

【取組内容】 

◆協議会の協議結果や新たな公共交

通等についての情報提供を行って

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：京丹後市広報（京丹後市） 

公共交通マップの作成（岩見沢市） 

【取組内容】 

◆市内を運行する公共交通の運

行ルートや主要な施設までの

アクセス路線等を示した公共

交通マップを作成・配布して

います。 

 

 

 

 

出典：岩見沢市  

実施主体 事 業 ス ケ ジ ュ ー ル 

行政 

事業者 

企業 

市民 

 H30 年度 

（2018） 

H31 年度 

（2019） 

H32 年度 

（2020） 

H33 年度 

（2021） 

H34 年度 

（2022） 
長 期 

       

検 討       
       

実 施       
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施策(18) 公共交通に係る出前講座の開催など情報共有機会の創出 

今後の取組 ・バス路線の乗り方や乗車する場合の留意点等について情報提供するとともに、相乗り

タクシー8やトリガー制度9、連接バス10など、全国的な新たな公共交通の制度や取り

組み等の情報発信を実施し、市民の公共交通に対する興味・関心を高めます。 

・運転手不足の解消にもつなげるため、運転手に関する魅力等の情報発信についても行

います。 

他自治体事例 公共交通の情報共有を目的とした出前講座（滝川市） 

【取組内容】 

◆バス路線の乗り方といった基本的な情報から、お得に利用できる乗車券等の公共交通

を便利に利用するための出前講座を行っています。 

 
出典：バスに関する出前講座（北海道中央バス（株））  

実施主体 事 業 ス ケ ジ ュ ー ル 

行政 

事業者 

市民 

 H30 年度 

（2018） 

H31 年度 

（2019） 

H32 年度 

（2020） 

H33 年度 

（2021） 

H34 年度 

（2022） 
長 期 

       

検 討       
       

実 施       
       

  

                                                   
8 相乗りタクシーとは、スマートフォンを活用して配車アプリを使い、同じ方面へ向かう複数の乗

客が 1 台のタクシーに同乗する取り組みであり、国土交通省が実証実験を行っており、今後の 

制度化が期待されている 
9 トリガー制度とは、バス路線に対して利用者の意見を踏まえて運賃やルート、便数などの再編を

実施するが、あらかじめ決めた目標（利用者や収入の増加など）が未達成の場合は再編を取りやめ

るなど、条件付きで利便性向上に取り組む制度 
10 連接バスとは、大量輸送のために車体が 2 連以上につながっているバス 
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施策(19) 転入者・新規定住者の移動を支える支援制度の検討・導入 

今後の取組 ・転入者・新規定住者も安心してバス路線を活用していただける支援制度を検討・導入

します。 

・支援制度として、バス路線の情報提供としてのバスマップやバスの乗り方を掲載した

広報紙の配布、バス路線に乗るきっかけを与えるバス割引乗車券の発行などについて

検討します。 

他自治体事例 転入者に対するサービス事業（神奈川県山北町） 

【取組内容】 

◆移住・定住された人に対し、生活支援品や特産品等のプレゼントを行っており、生活

支援品の中に町循環バス路線の利用回数券が含まれています。 

 
 

出典：神奈川県山北町  

実施主体 事 業 ス ケ ジ ュ ー ル 

行政  H30 年度 

（2018） 

H31 年度 

（2019） 

H32 年度 

（2020） 

H33 年度 

（2021） 

H34 年度 

（2022） 
長 期 

       

検 討       
       

実 施       
       

  

町循環バス 

利用回数券 
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施策(20) 運転免許返納者へのバス運賃助成の継続実施 

今後の取組 ・現在実施している自動車運転免許証の返納者に対するバス運賃助成について、高齢

者の交通事故の抑制を進めるうえでも、重要な取り組みとして今後も継続的に実施

します。 

事 例 運転免許返納者に対するバス利用促進助成券の交付（北広島市） 

【取組内容】 

◆満 65 歳以上の免許の自主返納をした方を対象に、20,000 円相当のバス利用促進助

成券を交付しています。 

◆平成 29 年度より、助成券の有効期間を 2 ヶ年度にするとともに複数枚使用できるよ

うに仕組みが変わりました。 

 

参考：運転免許返納者バス利用促進助成事業（北広島市）  

実施主体 事 業 ス ケ ジ ュ ー ル 

行政  H30 年度 

（2018） 

H31 年度 

（2019） 

H32 年度 

（2020） 

H33 年度 

（2021） 

H34 年度 

（2022） 
長 期 

       

検 討       
       

実 施       
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施策(21) 駅前広場内のバス停車位置・除排雪の配慮、道路空間の整備や路上駐車の啓発など、

バス運行の定時性や乗降環境の改善に向けた移動円滑化方策の継続的な検討 

今後の取組 ・駅前広場空間の効率的な運用や除排雪の配慮などにより、公共交通の利便性向上に

努めます。 

・バス路線の定時性を確保するため、路上駐車しているドライバーへの啓発や乗降環

境改善に向けたバス停位置の改善、必要に応じた道路整備など、公共交通による包

括的な移動円滑化方策を検討します。 

・施策の実現に当たっては、現在策定中の立地適正化計画との整合性を図ることとし

ます。 

他自治体事例 駅前広場での啓発活動（神奈川県相模原市） 

【取組内容】 

◆警察署と協力し、駅前混雑の一因となる駐停車中のドライバーに対し、啓発活動を

実施しています。 

◆駅前広場での待ち時間を短くする工夫等を掲載したチラシの配布も行っています。 

 

  
出典：平成 29 年 7 月 発表資料（神奈川県相模原市）  
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施策(22) バス停留所の上屋・ベンチ等の設置や既存施設の空きスペースの利活用による待合拠点

の形成や快適性向上策の検討 

今後の取組 ・道路上（歩道等）に上屋やベンチの設置が可能な箇所については、利用状況を踏ま

え、可能な限り待合空間の快適性を確保します。 

・道路上（歩道等）では空間的な制約があり、構造物の設置が困難な箇所については、

民有地等のオープンスペースの活用、商業施設や交流施設を活用した待合環境の整備

に努めます。 

他自治体事例 既存施設の利活用（埼玉県全域） 

【取組内容】 

◆バス停から 50ｍ圏内の商店、コンビニエンスストア、病院、金融機関、公共施設等

が待合空間の提供に協力することができます。 

◆協力予定店舗から自治体に登録申請を提出することで、「バスまちスポット」として

登録され、下記のステッカーを掲示しています。 

◆バス停には待合空間として利用出来る施設を掲示しています。 

 
 

出典：「バスまちスポット」、「まち愛スポット」の登録制度（埼玉県）  
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行政 

事業者 
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（2022） 
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検 討       
       

実 施       
       

  


